
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

施策展開

成果目標の達成状況

項目 H26末

9組合

森林組合の

常例検査

全組合で

検査実施

全組合で

検査実施

達成

○森林整備の中核的な担い手である森林組合について、組合員等からの要望に応え素材生産に重点をおいた森林整備等が適切に

実施されているか等、検査を全18組合において実施する。

○要望に応じて、生産森林組合・入会林野管理団体に対する指導を実施する。

Ｈ28
H29

目標

H27末

目標 成果 達成状況

全組合で

検査実施

合計 376 348

（当初）

森林組合に対する常例検査

の実施、生産森林組合及び

入会権者等への助言・指導

直接

森林組合法に基づく森林組合への常例検査

：18組合

生産森林組合、入会林野管理団体等への指導

：2団体

376 348 908

908

森林組合、生産森林組合及び入会権者等への助言及び指導を地域の実状に併せて実施することにより、地域林業の活性化を図る。

○森林組合(18組合)：県内の森林資源の成熟、国の造林補助施策の搬出間伐へのシフト等により、素材生産に重点をおいた事業展開が

必要となってきている。

○生産森林組合(139組合)：林業・木材産業を巡る情勢が厳しい中、経営への意欲が薄れつつある組合もある。

○入会林野(1,201集団)：所有権が明確になっていない場合もあり、経営等を行うにあたり問題が多く残っている。

376 908

合計（A) 250

18組合

29年度

当初予算 250

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績

H28 H29

（当初） （決算）

事業番号 10 02 02 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 森林組合等活性化対策事業費森林組合等活性化対策事業費森林組合等活性化対策事業費森林組合等活性化対策事業費
担

当

課

部局 林務部

課・局・室 信州の木活用課

　　 １　林業再生の実現 実施期間 H11 ～

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

森林組合法、入会林野等に関する権利関係の近代化の助長に関する法律

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail ringyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－４　森林を活かす力強い林業・木材産業づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮ら

し実現総

合戦略

信州創生の基本方針

補正予算

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度28年度28年度28年度

Aの

財源

376 908

0 0 0

250 376 908

概　算

人件費

0.50 0.50 0.50

4,138

222 348

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

平成28年度に一部の常例検査（全面検査）に試行的に導入した公認会計士に検査支援を受ける取組について、平成29年度からは全て

の全面検査対象組合に公認会計士が同行し検査支援することにより、更なる検査体制の強化を図り、より実効性のある検査を行う。

目標に対

する成果

の状況

全組合（18組合）において常例検査を実施（全面検査10組合、部分検査８組合）し、改善を要する事項について指示書及び口頭指導によ

り対応を求めることで、森林組合の正常な事業運営を促進した。

 概算事業費（B（A）+C） 4,360 4,305 4,865

3,957 3,957

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越


